
 市民後見人については、成年後見人等に就任すべき親族がおらず，本人に多額の財産がなく紛
争性もない場合について、本人と同じ地域に居住する市民が、地域のネットワークを利用した地
域密着型の事務を行うという発想で活用することが当面有効である。 
             

 市民後見人に委嘱する事案としては、難易度の低い事案、たとえば具体的には「日常的な金
銭管理や安定的な身上監護が中心の事案、紛争性のない事案等、必ずしも専門性が要求されな
い事案」が一般的に想定されている。 

 市民後見人については、その定義や所掌範囲が明確ではないが、研究会報告書等において
以下のとおり示されている。 

・「成年後見制度の現状の分析と課題の検討」 成年後見制度研究会報告書より 

・ 筑波大学法科大学院 上山教授  「実践 成年後見 2009.1」より 

 弁護士や司法書士などの資格はもたないものの社会貢献への意欲や倫理観が高い一般市民の中
から、成年後見に関する一定の知識・態度を身に付けた良質の第三者後見人等の候補者 

・日本成年後見学会作成「市町村における権利擁護機能のあり方に関する研究会」 
平成18年度報告書より  

市民後見人について 


